
県議会の活動について
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平成２４年 三重県議会１０大ニュース候補（概要） 

 
１０大ニュースの候補をリストアップさせていただきました。それぞれの内容は以下の
とおりですので、皆さんの選定の参考にしてください。 
 
 
１．三重県議会トップセミナーの開催（１月、７月、11月） 

三重県議会では、議員の政策形成
能力の向上を図り、県議会での政策
議論の充実や深化につなげていくた
め、地域課題や県政の重要事項など

をテーマに専門家を招いた講演と意
見交換を行うトップセミナーを昨年
から開催しています。 

○１月 25日  
テーマ：「今後のわが国の成長戦略について」 
講 師： 政策研究大学院大学教授 大田弘子氏 
○７月 13日 

テーマ：「三重県におけるスポーツ振興策について」 
講 師： 三重大学教授 杉田正明氏 
○11 月６日 

テーマ：「グローバル化時代の企業経営と地域振興～判断力を磨き、｢応変力｣を高める～」 
講 師：株式会社東芝会長 西田厚聰氏 
 

 
２．議員報酬等に関する在り方調査会からの報告書提出（１月、６月） 
議員報酬や政務調査費の在り方を検討するた
め、大学教授など５人の外部有識者の構成で昨

年設置された「議員報酬等に関する在り方調査
会」は、１月 30日に中間報告を、６月 28日に

最終報告書を提出しました。  
政務調査費の在り方については、条例本則に
定める交付額を約２割引き下げることを検討す
るとともに、議会基本条例を踏まえ、政務調査

費の支給対象を会派とすることが提言されまし
た。また、当面着手すべき改善策についても示されています。 
この最終報告を受けて、平成 25年３月末までに結論を出すよう県議会として検討してい

きます。 
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３．宮城県の東日本大震災復興基金に寄附（２月） 
県議会では、昨年 6月の代表者会議で、東日本

大震災の復旧・復興支援のために議員報酬の 10％
を 12か月分、総額で 5,110 万８千円を拠出するこ
とを決定しました。拠出金の使途等については、

各会派の代表による検討会での協議結果を受け、
全額を宮城県の「東日本大震災復興基金」に 23
年、24年の２回に分けて寄附することとなり、２
月 22日に正副議長が宮城県を訪問し、村井知事に

寄附金の目録をお渡ししました。 
 
 

４．市町議会と県議会との交流・連携「全体会議」の開催（２月） 
 三重県市議会議長会、三重県町村議会議長会お
よび三重県議会・議会改革推進会議の主催により、
市町議会と県議会との交流・連携「全体会議」を

開催しました。「全体会議」は、市町議会と県議会
が共通して抱える課題等について情報を共有し意
見交換を行い、それぞれの議会の機能強化や政策

立案等に資することを目的にしています。今回は
「防災」をテーマに佐々木一榮前岩手県議会議長
と福和伸夫名古屋大学大学院教授から、東日本大震災に関する講演をいただいた後、意見

交換を行いました。 
 
 
５．みえ歯と口腔の健康づくり条例の制定（３月） 

本県における県民の歯科疾患の状況は、全国
で下位の状況にあり、その改善は喫緊の課題と

なっています。このため、各会派からの委員９
人で構成する「三重県歯と口腔の健康づくり推
進条例検討会」を９月に設置し、計 10回の検討
やパブリックコメント等を経て、条例案を取り

まとめました。 
条例案は、議員提出議案として２月に提出し、
３月 19日に可決されました。 

この条例では、歯と口腔の健康づくりに関して基本理念を定め、県・県民等の責務や市
町等の役割を明らかにし、全ての県民が歯科検診等を受けることができる環境の整備や、
フッ化物洗口等の効果的な歯科保健対策の推進といった施策の基本的事項を定め、それら
の施策を総合的かつ計画的に推進していくことを目指しています。 
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６．東日本大震災で発生した災害廃棄物の広域処理への対応（３～６月） 
３月 16 日、国から県に、災害廃

棄物（がれき）処理に関する広域的
な協力の要請があって以降、執行部
の対応状況について把握するため、

適宜、全員協議会を開催したほか、
執行部が作成した「三重県における
東日本大震災の災害廃棄物処理に関
するガイドライン(案)」における災害廃棄物の放射線濃度の目安値について、専門的な意

見をいただくため、環境生活農林水産常任委員会で参考人を招致しました。 
このような活動を行った上で、災害廃棄物適正処理促進事業費を含む補正予算案につい
て、委員会の審査を経て６月 27日の本会議で可決しました。 

 
 
７．県議会新体制の発足（常任委員会の組織改正、副議長、正副委員長等の選出） 
（４月、５月） 

 ４月１日から県の組織が改正されたことに伴い、県議会の行政部門別常任委員会につい
ても所管する部局の見直しを行い、組織を変更しました。 
５月には、役員改選を行い、副議長に舟橋裕幸議員（新政みえ、津市選出）を選出した

ほか、各委員会の委員・正副委員長などの選出を行いました。 
 なお、議長の任期は２年であるため、議長を選出する選挙は行わず、引き続き山本教和
議長（自民みらい、志摩市選出）となっています。 

 
 
８．スポーツ振興対策調査特別委員会の設置（５月） 
三重県での国体およびインターハイの開催に向けたスポーツ振興対策について調査を行

うために設置しました。 
８月には三重県体育協会の代表者を参考人として招き、競技スポーツ水準の向上の観点

から、三重県における取組状況や、課題と思われることなどについて調査しました。また
10 月には、スポーツ振興対策の調査を行うため、昭和 50 年の三重国体に選手として活躍
し、現在、選手の育成に取り組む３人の指導者を参考人として招き、当時の国体の状況や
競技力の向上に向けた取組状況、課題などについて調査しました。 

 
 
９．議員提出条例検証特別委員会の設置（５月） 

 三重県議会では、これまで政策に係る議員提出条例を 19本制定（全国第２位）するなど、
積極的に住民本位の政策立案を行ってきました。その条例が議決の意思どおり運用されて
いるか、県民の意識や社会情勢等の変化を勘案し、県民の視点に立って検証を行うため特
別委員会を設置し、現在、三重県地域産業振興条例について参考人を招致し、各種団体か

ら意見聴取を行うなどにより、検証検討を進めています。 
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10．三重県議会基本条例の一部改正（６月） 
この条例は、三重県議会の議会改革を後戻りさせず、

さらなる議会改革に取り組む決意として、平成18年12月
に全国の都道府県議会として初めて制定されました。 
その後一定の年数が経過し、本条例でも常に県民意見

や社会情勢の変化などを勘案して、この条例について検
討すると規定していることから、委員９人で構成する議
会基本条例に関する検証検討プロジェクト会議を昨年設
置し、計14回の検討およびパブリックコメントなどを経て、条例改正案を取りまとめまし

た。同改正案は、６月13日に議員提出議案として提出し、委員会の審査を経て同月27日に
全会一致で可決しました。 
今回の改正では、議会機能の強化の観点から、議員が本会議での質問などの機会にとら

われず質問ができるよう「文書による質問」制度を設けること、県民の意見などが的確に
反映されるよう議員の定数および選挙区について不断の見直しを行うことなどを新たに定
めています。 
 

 
11．「平成２４年版成果レポート」に関する知事への申し入れ（８月） 
予算決算常任委員会及び各行政部門別常任委

員会から、「平成 24年版成果レポート」に基づく
今後の「県政運営」等に関して次のとおり申し入
れを行いました。 

１ 防災・減災対策について 
紀伊半島大水害からの復旧・復興について
は、引き続き最優先の課題として取り組まれ
るとともに、南海トラフ巨大地震など大規模

災害に対しては、国の動向も踏まえながら新たな防災・減災対策に取り組むなど、迅
速かつ適切な対応に努められること。 

２ 財政運営について 
極めて厳しい財政状況ではあるものの、本年度からスタートした「みえ県民力ビジ
ョン」を着実に推進するため、歳出の見直しや歳入確保の取り組みをさらに進めるこ
とで、必要な財源の確保に努めるとともに、中長期的には県債残高の抑制に努め、持

続可能で健全な県財政を確立されること。 
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12．紀伊半島三県議会交流会議の開催（８月） 
紀伊半島三県（三重県、奈良県、和歌山県）

議会の議員が集まり、６回目となる今年度は三
重県の紀宝町で開催しました。各県議会から紀
伊半島大水害からの復旧状況について報告を行

うとともに、観光等の復興・振興の在り方等に
ついて意見交換を行いました。この会議での議
論の内容は、今後精査して国に要望を行うこと
としました。 

 
 
13．近畿２府８県議会議長会議の開催（８月） 

近畿２府８県（京都、大阪、兵庫、奈良、
和歌山、滋賀、福井、徳島、鳥取、三重）
の議長が一堂に会し、今年度は三重県の志
摩市で開催されました。「南海トラフ巨大地

震等大災害への対応」について活発な議論
が行われた後、「地方財政の充実及び強化」
など 16議案を議決し、国に対して要望を行

うこととしました。 
 
 

14．公共政策大学院からインターンシップ実習生を受け入れ（９月） 
県議会では、議会における政策立案の充実、
学生のキャリア形成の支援、地方分権の推進
に資する人材の育成などを目的として、平成

21年度より、インターンシップ実習生を議会
事務局において受け入れており、今年度は９

日間、東京大学公共政策大学院と京都大学公
共政策大学院の学生各１人を実習生として受
け入れました。 
実習生には、本会議、委員会など議会の基本的な活動に関する業務や各種の資料作成、

打合せなどに携わってもらい、議会事務局における実務を経験していただきました。 
今回の実習を通して、お二人からは、「住民目線の職務内容に感銘を受けた」「今後の学
習や就職活動に大きな指針を与えてもらった」といった感想をいただいています。 
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15．議員報酬及び政務調査費に関する検討ワーキンググループの設置（９月） 
 「議員報酬等に関する在り方調査会」の最終報告

の内容について、本県議会の対応を検討するととも
に、地方自治法の一部改正に伴い必要になる政務活
動費の交付に関する条例について検討するため、ワ

ーキンググループを設置しました。 
 議員報酬については、調査会から条例本則に規定
すべき議員報酬額の算定式が示されるとともに、議
員によるさらなる検証が求められました。これを受

けてワーキンググループでは、議員報酬に関する検討結果を取りまとめ、代表者会議に報
告し、この報告をもとに議会としての対応を今後決定していきます。 
また、政務調査費については、調査会から改革に向けた提言と当面の改善策が示されて

おり、引き続き検討を行っています。なお「政務調査費」が「政務活動費」に変わるなど
の地方自治法の一部改正が行われましたので、これらを踏まえて、平成 24年度中に条例改
正を行います。 
 

 
16．定例会の招集回数を年１回に（通年議会の導入）（10月） 
議会の機能を強化するため、会期等の

見直しを行い、平成20年から定例会の招
集回数を年２回に改め、年間会期日数を
増やして、弾力的な議事運営や議員間討

議の充実を図ってきました。さらに年間
を通じて執行部の行政活動を継続して監
視し、災害など不測の事態に対する危機
管理体制を整えるため、平成25年から会

期を通年化します。なお、会期の通年化は、栃木県、長崎県に次いで、全国で３県目です。 
 

 
17．三重県飲酒運転防止に関する条例検討会の設置（10月） 
 飲酒運転の防止に関し、条例制定に向けた調査・
検討を行うため、議員９人で構成する検討会を設置

しました。 
 安全で安心した日常生活を送ることは、県民全て
の願いであり、交通事故とりわけ飲酒運転が原因に

よる事故により、生命や財産が失われることはあっ
てはならないことから、今後、県民の視点に立って、
調査・検討を進めていく予定です。 
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18．みえ現場 de県議会「もうかる農業への女性参画」の開催（10月） 
県議会では、多様な県民の意見を県議会に取

り入れる広聴機能を強化するため、平成 22年度
から、「みえ現場 de県議会」に取り組んでいま
す。今年度の１回目は、10 月 26 日に津市内で

開催し、農業などに従事している女性 11人を招
き、地域の活性化に重要な「農業」について、
女性の視点からその現状や課題などの意見交換
を行いました。 

参加者からは、後継者育成や、規制緩和といった課題が出されたほか、品質を高め差別
化を図ったり、収穫した作物を原料とした加工商品を開発するなどの高付加価値化や、マ
ーケティングを学んだり直売を手がけるなど、農業者自ら消費者ニーズを踏まえた農業へ

の転換が必要、との意見が出されました。いただきましたさまざまなご意見については、
今後の議会での議論に反映させていきます。 
なお、今年度の第２回は来年２月に「ものづくり産業振興」をテーマに開催を予定して
います。 

 
 
19．三重県議会が議会改革度調査で第１位（11月） 

  日本経済新聞社産業地域研究所が全国 47 都
道府県議会を対象に実施した、議会改革度に関
する第２回調査で、三重県が 2010 年の前回調

査に続き１位となりました。 
  具体的には「住民参加」と「運営改善」の分
野での評価が高くなっています。 
 

 
 

20．第７回全国自治体議会改革推進シンポジウムの開催（11月） 
 地方分権にふさわしい自治体議会の在り方
と二元代表制を踏まえた改革の方向性につい
て議論し、議会改革についての認識を深める

ことを目的に開催しました。今回は「地方分
権時代における自治体議会の機能強化」をテ
ーマに、全国知事会会長の山田啓二京都府知

事が基調講演を行い、それを受けて全国都道
府県議会議長会会長の山本教和三重県議会議
長から、地方議会が取り組むべき方向等についてコメントした後、廣瀬克哉氏（法政大学
法学部教授）のコーディネートにより畠山和純氏（宮城県議会議員）、浅田 均氏（大阪府

議会議長）、大森 彌氏（東京大学名誉教授）、山本議長がパネリストとなって活発な議論を
行いました。 
 

※( )内は前回調査の結果 


